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経済発展に対する海外労働移動の関連性：
戦前日本の経験をめぐって
鹿 毛 理 恵
ラタナーヤカ・ピヤダーサ?
?．はじめに
国際労働移動は新しいことではない。歴史的資料によるとそれは16世紀ま
で遡る?。それによると経済発展の初期段階で労働移動はやむを得ない経済的
現象である。それは現代発展途上諸国のみならず先進諸国の経験?から明らか
になっている。世界の第２番目の経済力を持つ日本もまた例外でなく，いわ
ゆる明治維新（1868年）以降の近代化が始まると同時に海外労働移動に関わ
る社会経済的な活動が民間レベルから形成され政府がそれを支えた事実が存
在する。つまりそのことは，資本主義社会が形成される過程の最中，主要な
経済発展政策の一つとして位置づけられたと?えられる。
明治期以前の日本は農業を中心とした伝統的な社会であった。近代化政策
に伴う工業化は，国内労働力の80パーセント以上を占めた農村労働力の流動
化を必要とし，近代産業がそれを吸収していくことが理想とされ，同時にそ
の他の社会経済発展のための諸政策が実施されてきたことは事実である。初
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? この論文は私の指導のもとで鹿毛理恵が作成したものである。
１ 実際には，ポルトガル人の船員が1442年にアフリカからポルトガルへ戻る際に，家庭
内の労働者としてヨーロッパに連れて行ったことに始まる。しかし16世紀以降活発化す
る。1550年にはすでに砂糖とタバコのプランテーションの労働需要を満たすために，ア
フリカから強制的にカリブ地域に送り込まれるようになる。このような奴隷貿易に始ま
る強制労働移動の歴史は16世紀以降，ヨーロッパ諸国の植民地政策を通じてアジア，ア
フリカ，ラテンアメリカなどの世界各地で繰り広げられた。20世紀に入って，多くの欧
米諸国が奴隷貿易や強制労働移動を国際的に禁止する措置を取るようになったが1941年
を最後にオランダによって続けられたのである（Stalker,1997:3-13）。
２ 参照（Stalker,1997:13-19）
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期の工業部門は技術力が低く，海外から技術ノウハウや工業機械などを輸入
しなければならず，生産で得た利潤はできる限りそれらの購入費に当てられ
た。その当時，大規模な工場や企業は少数であり，国内経済のみによる資本
蓄積効果は非常に低かったことが主な原因であったと?えられる。そのため
海外労働力移動政策は工業化政策と並ぶ外貨獲得のための重要な経済発展政
策の一つとして認識されたのであろう。しかし，これが日本の近代化，また
は経済発展に大きく貢献できた要因であったとも断定できない。だが当時の
実情では，明治期以降の日本は急速な人口増加による過剰労働力の存在，ま
たそれによって出現した経済社会問題を引き起こし貧困や失業などの社会不
安が蔓延したと?えられる。解決策として，生産要素の一つである国内労働
力に関して国外への送出政策を奨励し，労働の需要と供給のバランスを保つ
試みが実施されたことは明治経済発展政策の主な戦略になったであろう。そ
の政策によって海外の日本人労働者たちによる送金は，経済発展に必要な資
本蓄積効果にある面では影響を与えてきたことは間違いないであろう。
本稿は，近代の幕開けである明治維新前後から第二次世界大戦終了までを
?察の対象としている。日本のマクロ経済的な発展を通して，労働力国外送
出政策が果たしてきた役割について，開発経済学をベースに理論的かつ実証
的な検証を行うことが本稿の目的である。
?．労働移動と経済発展に関する理論
古典派貿易理論では，労働力の移動に関して明確な認識はほとんど見当た
らない。基本的に資本や労働などの生産要素は国際的に移動できないもの，
または移動困難なものと仮定されてきている（森田，1987：14；田部井，
2004：９）。さらに国内においても労働力は移動困難なものと認識されてきた
のは現実である。
しかしヘクシャーとオーリンによって，労働力も輸出財としての意味を持
ち，ある国は豊富な生産賦存を利用して輸出でき，足りない生産賦存は輸入
して生産活動と貿易を実施するといった事象を貿易理論として説明可能にし
ている（Appleyard and Field,2001:125）。また，マンデルによると財貿易
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と生産要素の移動が代替的であると述べている（Mundell,1987:21）。このよ
うな理論化の背景には，貿易，資本，労働の移動はすべて生産要素返還によっ
て?衡化するという仮定が存在する。しかしフィッシュロウはこれに対し，
現実のグローバル規模で見ると国家間の格差はむしろ拡大しているとして，
それら仮定とは逆の現象が，特に発展途上諸国において生じていると指摘し
ている（Fishlow,1990:176）。
開発経済学の理論では，ルイスの過剰労働力についての理論研究がある
（Lewis,1954;Findlay,1990:208）。ルイスは海外労働移動についての?察は
行っていない。しかし，発展途上国の農業部門における無制限的労働供給
（unlimited supply of labour）の存在と近代部門産業との関連性の中から，
労働力移動についてモデル化したものがある。都市部の近代部門産業が農業
部門の過剰労働力を吸収する過程で，国内労働移動が生ずるというものであ
る。その後，新古典派経済学理論としてトダロとハリスによって，都市に失
業が存在するにもかかわらず，農村から都市への労働移動が絶えない理由と
して，都市の期待所得?が設定され証明された（Todaro and Smith, 2003;
Khan,1990）。
これらのモデルをもとにトダロとマルスコによって，国際的な労働力の移
動を国内労働移動の延長として捉え定式化している（Todaro and Marusko,
1990）。彼らのモデルでは次の３つのタイプの労働者を設定し，合法的制限内
での各タイプの行動を検討している。まずは都市の近代部門の仕事を探す農
村の労働者，次に海外の仕事を探す農村の労働者，最後に海外の仕事を探す
都市に就労中の労働者である。この背景には農村の労働者が海外の仕事を得
るには，国内の都市へ出て行く必要があるという実態に照らした仮定となっ
ている。また海外の仕事を斡旋する民間または政府の仲介業者・職業紹介者
が都市部に集中していること，さらにその存在が雇用機会を左右させると指
摘している。経済学モデルの多くは新古典派理論に基づく個人の判断と動向
を説明しているものが基本である。
労働者による海外送金は外国からの借入金と異なり利子などの返済がない
３ トダロの人口移動モデルにおける都市賃金率の産物と都市での仕事を見つける可能性
（Todaro and Smith,2003:794）。
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（Brown,2006:60）。また，その他の使用目的に関する制約もなく，受け取り
国で自由に利用できる外貨であり資本である。よって，対外債務問題に悩む
発展途上諸国の資本蓄積や，近代的な技術や生産手段の購入にあてがうこと
が可能である。さらに送出国の国際収支不安を軽減する役割を持っている。
具体的には，労働者送金の受取が支払よりも大きい時に，経常移転収支を黒
字傾向に導くのである。結果として送金受取国にとってはその経済成長をサ
ポートする働きが生じる（Ratha,2003）。特に経済規模の小さな発展途上国
では，海外労働者送金額が GDPに占める割合が非常に大きく（Brown,2006:
59），その送金に頼る傾向が強い。ティラカラトゥナ（Tilakaratne,2006）の
「海外出稼ぎ労働者による送金がもたらす経済的影響」によると，現代スリラ
ンカの輸出商品受取額と比較して送金受取額が拡大傾向にあり，外貨獲得の
重要な役割を果たしていることと同時に投資と貯蓄の増大にも貢献している
ことを証明している。また失業率の軽減に少なからず貢献していることも述
べている。
また，ヴォグラーとロッテ（Vogler and Rotte, 2000）は発展途上国と先
進国の大きな所得格差にもかかわらず，実際に発展途上諸国から移民する割
合が小さいのは何故かという問題提起をし，国際的な労働力または人の移動
に関する抑制効果について明確にしている。つまり，移動コスト，受入国で
の失業の可能性，不確実性と待機価値の選択，真の所得評価，などである。
この抑制効果に関連して，制度的かつ歴史的なアプローチから捉えてみたい。
アデルマン（Adelman,1995:191）は，1820年から第一次世界大戦までの1913
年までの期間は，世界貿易について数量制限がなく，関税も低く，極端に自
由な労働と資本の移動が存在していたと指摘している。しかしその後につい
ては，特に労働力の移動に関して各国が強い規制や制限を受入国が実施する
ようになる。
マーティンとウィグレン（Martin and Widgren:1996）が出発地と目的地
の媒体となるネットワークの存在を?慮してモデル化した。それによると，
国際労働移動が単なる経済的要因のみでなく，社会，政治，その他の要因も
影響していることを説明している。またネットワーク理論によって，人口移
動がランダムな現象ではなく，?等に分布されているわけではないという事
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実を説明することできる。労働移動は特定の地域や共同体から多く生じ，か
つ，移動先においても特定の職種に従事していたり，特定地域に居住してい
たりする。海外出稼ぎを経験した人々や，国外に移住している人々によって
伝えられる受入国の情報が，家族や親戚，友人関係というつながりを通じて
送出国や故郷の共同体で共有される情報網がネットワーク理論の説明すると
ころである。この情報網が，労働力国外送出国の潜在的移動者が移動しやす
い環境を形成する役割を果たし，移動に関するコストやリスク削減とさらな
る移民の増大を引き起こすと?えられる。
?．戦前日本の海外労働移動政策
日本の海外労働移動政策は主にそれぞれの国内外の状況をもとに，２つに
分けて分析することできる。まず，１．幕末から明治維新までの政策，およ
び，２．第二次世界大戦期までの政策の２つにわけていく。
１．幕末から明治維新までの政策
17世紀より二百数十年に渡る封建社会は海外から自国自身を遮断し，国外
のあらゆる圧力を可能な限り排除してきた。特に日本人の海外渡航を厳重に
禁止していた。19世紀に入ると，海外の開国を求める圧力は強くなり，1866
年に鎖国政策を解除している。だが幕府が認める日本人労働者の海外渡航は，
ごく限られたものであった。移民取扱いで利益を得る外国人が現れはじめ，
1868年にハワイ向け153人，グァム島向け42人，カリフォルニア向け40人が集
団的出稼ぎ労働者として，強引な形であったが出発させている。当時世界で
は，アフリカ奴隷貿易が禁止され，南北アメリカ，カリブ諸島，オーストラ
リア，東南アジア，フィリピンなど太平洋諸島のプランテーションや鉱山な
どの会社が，それに代わる労働力をアジア諸国に求めたのである。幕末の日
本にも関心が注がれ，幕府には日本人労働者の出国許可を求める要望書が寄
せられた（渡邊，1994：35）。この間，幕府から明治へと時代が変化していっ
たが，幕府も明治新政府も，奴隷制度や，中国人やインド人らのクーリーな
どの強制労働力貿易の存在をある程度把握していたこともあり，国民輸出を
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善しとしない風潮が根強く，労働力国外送出政策に対して極めて消極的な姿
勢が続いた。
２．第二次世界大戦期までの政策
明治政府は，ハワイでの日本人労働者たちの労働・生活条件を知り，1869
年には集団的労働者の送出を禁止している。しかし国内外からこの禁止令解
除の嘆願書が相次ぎ結局16年後，日本政府の取扱により契約移民をハワイに
送り出している。日本とハワイとの間で1886年に「日布渡航条約」が締結，
1884年に「日本人移民ハワイ渡航約定書」による政府の承認など，ハワイ政
府と協定を結んだことが歴史的資料から明らかになっている（児玉，1993：
67）。これが「官約移民??と呼ばれるハワイ向け労働力国外送出政策の始まり
である。協定内容は３年間の労働契約で労働者を送り，ハワイ政府に日本人
労働者を保護させるという内容であった。また，この時期に移民政策を積極
的に前進させた榎本武揚の存在は大きい。日本はちょうどこの頃から「国土
狭小，資源少なく，人口多し」と言われていた。1890年，榎本は内閣に「殖
民意見書」を提出し，狭い国土の日本から農民たちに移住への道を開くべき
と主張した。1891年に榎本は外相に就任し，外務省官房に「移民課」を新設
している。そしてメキシコに土地を確保し，30人余りの殖民団を送ったが失
敗に終わった。しかし，その後の移住政策を日本に定着させるきっかけとなっ
た（松田・秋岡，2006：26；外務省中南米移住局，1965：１）。
初期の日本人移民はほぼ例外なく奴隷並みの酷使を受けてきたと言われて
いる。また，不慣れな気候風土において肉体労働に従事するため，この時期
の移民した者の大半は病気や過労，事故で死んでいった（若槻・鈴木，1975：
57，73）。「官約移民」時代のハワイ向けの対象者は，折にふれ政府間の話し
合いにより条件が改善されたため，他の地域へ向かった者と比較すればまだ
ましな方であった。政府は，ハワイへの「官約移民」以外の労働力国外送出
に関して法的措置をとっていなかったため，移民会社や移民取扱人による，
４ 1894年以降，政府が取り扱ったハワイ向けの契約労働者の移送業務が終了し，民間業
者がその業務を引き継いでいる。1885～1894年の間，政府が取り扱ったハワイへの契約
労働者の移送を「官約移民」として区別している（児玉，1993：67）。
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移民希望者や移民者たちが不正を受け搾取されるなどの問題が次第に深刻化
し始めるようになった（石川，1972；1970：19）。当時すでに大小様々な移民
会社が設立されはじめていたのである。そのため政府は移民を保護し，移民
取扱人を取り締まるために1894年４月に「移民保護規則」を公布し，初めて
の移民関係法規を作成した。この移民保護規則によって初めて「移民」を定
義し，「労働目的の海外渡航者」という概念を形成した（岡本，1997：９）。
海外でほぼ肉体労働に従事するものを移民と名づけたため，移民そのものに
対して暗いイメージが形成された。また，「移民取扱人」についても定義さ
れ，「移民を募集し又は移民の渡航を周旋するを以て営業する者」として，法
人組織を持つものを移民会社とした（石川，1970：19-22）。また同年，日本
帝国議会においても海外移民奨励に関する決議案が可決されている（石川，
1972：132）。「移民保護法」へと1896年には格上げされ，「海外出稼ぎ人」，「随
意渡航人」という呼ばれ方もされる。1898年の日本の公式統計で，海外渡航
者の内，「移民」，「非移民」の区別がつくようになった。官吏，商人，学生，
旅行者などの海外渡航者を「非移民」として，労働目的の「移民」と明確に
区別するため，旅券や公的書類に明記し，これは1920年代まで続けられた。
その後1901年，1902年，1907年の計３回の改正を行っている。1907年につい
ては韓国併合にて最終改訂版となった。また移民保護法施行細則も付され，
移民全般についての唯一の重要な法規となっている。
初の移民関係法規が交付された年の７月には「官約移民」が終了した。政
府は労働力国外送出事業を民間に移行させる動機があったためである。
一方，労働力の需要サイドの社会経済状況も大きく様変わりを始めた。1900
年にオーストラリアで移民制限法が制定され，合衆国やカナダでの排日運動
が高まりを見せ，両国でも移民制限が徐々に開始される。ハワイは1898年に
合衆国に併合され，日本人のハワイ，合衆国，カナダ，オーストラリアへの
渡航および定住に対する制限がますます強化された。この頃から政府は北米
向け移民を制限し，日本政府の海外労働移送政策は南米向けへと変更し始め
る。また，1903年以降，南洋諸島への労働力移動も本格化していった。大正
時代になると，海外進出はいっそう活発化し，政府は海外労働移動政策と移
住政策に対して積極的な姿勢をとり始め，その宣伝奨励を行う。日本人排斥
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問題のない諸国へ移民を送出する方針を採用し，その障害を取り除く努力も
なされた（石川，1972）。具体的には1915年以後，各地に海外協会が設置され
た。1917年には移民会社６社を統合し，資本金600万円の海外興業株式会社を
創立した。後にブラジル移民事業を独占する。1921年には海外興業会社に対
して補助金を交付している。さらに関東大震災の被災者で移民を希望する者
に対して，渡航費補助を行い，翌年1924年には一般人にも対象者が拡大され
た。さらに1923年以降，移民会社が受け取る渡航手数料を全廃し，その相当
額を移民会社に補償交付することとした（石川，1972：133）。政府は1924年
に入植者のためにブラジルで土地を確保し，渡航費の全額補助制度を設けて，
この事業を国策として推し進める姿勢を整えた（渡邊，1994：39）。政府の国
策により確実に日本人のブラジルへの移民は増大していった。
さらに1925年末には「国際貸借改善方策要綱」が出され，国際収支の不?
衡問題に対処すべく国内税制の全面的改正と包括的関税改正策が進められた。
この中で輸出増進策を進め，特に労働者送金によるマクロ経済的効果から海
外労働移動者や移住者の保護奨励，海外投資の保護奨励などが明確に打ち出
された（松野，1997）。
1927年に恐慌が勃発し，政府はより一層強化した労働力国外送出政策を打
ち出した。同年「海外移住組合法」を制定し，企業による労働者移民の送出
を推進した。翌年，神戸に国立移民収容所を設置し，南米拓殖株式会社・ア
マゾン興業株式会社を設立した。1929年の世界大恐慌の勃発した年に拓務省
が設置された。拓務省は移植民および海外拓殖事業に関する事務を主管する
ために設置された。1931年に満州事変が勃発し，翌年から満州への移住事業
が官営事業として進められるようになった。1932年に拓務省は満州農業移民
計画大綱を作成し，移住費補助などの便宜を図った。また1935年の満州拓殖
株式公社の設立で，農地の確保や資金融通を開始した。さらに武装移民も送
り込み官軍一体となって移民誘致に乗り出したのであった。ブラジルでの移
民法改正により，1934年以降ブラジルへの入国制限が強まり，満州開拓移民
が急増する。日本人移民は世界各国で締め出しを受けるようになってしまっ
たこともあり，満州への送出に集中していった。
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?．戦前日本の海外労働移動実績と経済発展
１．労働移動の傾向と特徴
海外労働移動者の推移を見ると1890年代半ば以降，急速に増大傾向を示し
ている（図１）。また，戦前の海外労働移動はその傾向や特徴，増減率が長期
間かけて変化しており，それらをもとに大きく５つの時期に区分できる。ま
ず，第一期は明治初期から1906年頃まで，第二期は1907年から1920年までで
ある。第三期を1921年から1931年，第４期が1932年から1940年としている。
最後に，第５期を1941年から1945年の終戦までとした。
第一期の傾向と特徴は，ハワイやアメリカ合衆国へ圧倒的シェアで日本人
労働者が向かっていたことに加え，移動者の数が急成長していた時期であっ
た。「官約移民」と呼ばれる二カ国間協定下の政府によるハワイへの日本人労
働者の移送業務はこの時期に終了している。さらに移民保護規則の制定にと
もなって民間の労働移送業務が認められたことが急激な増加に影響した。ま
た1890年代半ばから1900年代初頭ごろまで，旧ロシアへの移動も存在してい
資料：国際協力事業団『海外移住統計（昭和27～48年度）』昭和49年12月（p.46-47）；岡本光治『戦
前の日本人移民史に関する調査・研究の整理方向について－労働移動の視点を中心にして』新潟
産業大学経済学部紀要第17号1997年（p.12）
図１ 海外労働移動の規模と目的地の推移 1885―1945年
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たが，その後は急速に規模が縮小する。次に1907年から1920年までを第二期
としている。日露戦争勝利後以降，徐々に海外労働移動の目的地が多様化し
始め，特にこの第二期ではそれが顕著になってきた。その他，徐々に東南ア
ジア諸国や中南米諸国への移動が見られるようになり渡航先に多様性が顕著
化する。さらに第一期と比較して緩やかな移動規模の増加が見られる。ハワ
イ・アメリカ合衆国への日本人労働移動の圧力は1910年代以降ゆるやかな弱
まりを見せ，第三期中の1929年の世界大恐慌には移動者の数は統計上から完
全になくなっている。これはアメリカ合衆国が日本人労働者の主な渡航先で
あったハワイ王国を併合し，徐々に日本人労働者の入国および定住を制限し
強化していったことが大きな要因である。さらに大恐慌以降のアメリカの経
済不況によって新規労働力に対する需要が減少したことも大きな要因であろ
う。日本人によるハワイ・北米諸国向けの労働移動の規模は，1884年から1924
年までの間，全体の平?71パーセントを占めていた。
第三期後半以降，北米諸国から締め出された日本人労働移動圧力は，ブラ
ジルを中心とした中南米諸国へと向けられ始めた。1920年代半ばから1930年
代半ばまでの中南米諸国への移動は全体の６～８割を示していた。これは日
本政府の海外労働移動政策の本格化と相まって見られた現象である。しかし
第四期後半にさしかかった1930年代半ば以降，中南米諸国向けの労働移動の
規模は急速に減少している。これはブラジルも同様に，1934年に外国からの
労働移民に対して，徹底した受入れ制限を実施したことが大きな要因の一つ
として指摘できるであろう。こうして中南米諸国への移動の道も閉ざされた
ことにより，その後は満州への移動が急拡大した。第４期になると，目的地
は満州でほぼ占められ，その規模は急増していったのである。満州への移動
は，日本政府が積極的に推進したものであった。
外国人労働者に対する受入れ政策の変更によって，海外の受入国側の労働
需要状況と移民政策に対応するかのように，日本人労働力の移動先が変更し
ていった。また，日本政府の海外労働移動政策によって，その主な移動先が
決定されていることも想像できる。
次に，戦前日本の人口圧力の規模を国際的な労働移動に限らず，旧領有地
への移動状況も合わせてみていく。図２から，1915年において本土以外への
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日本人労働力の進出は相当数存在していたことが理解できる。特に，旧植民
地・領有地などへの移動規模は非常に大きい。とりわけ朝鮮半島への日本人
による移動は顕著であり，その在留人口は最も大きい。これは1905年の日露
戦争以降に朝鮮への渡航の際，旅券の携帯義務がなくなったことと，地理的
に非常に近かったことが，自由な渡航を促したものと?えられる。旧領有地
は，日本の人口圧力を軽減する役割を果たすものとして位置付けられ定住が
促進した。このことから，距離的にも近く，旅券携帯義務のない植民地・領
有地圏と比較すると，旅券等の申請手続きに加え，距離的にも遠くなる国際
的な労働移動は，やはり小さめであったことが理解できる。
図３では，1915年現在における日本人労働者の職種および就労先の国・地
域を比較したものである。これによると，農業および林業などに従事する割
合が多い国・地域は，ブラジル，アメリカ合衆国が顕著であった。漁業にお
いては樺太とカナダである。旧植民地や領有地においては，やはり公務や自
由業，商業，交通業の割合が目立つ。ハワイとペルーでは特殊労働者の割合
が目立ったが，ハワイにおいてはサトウキビなどの農業部門に契約ベースで
雇用されることが多かったため，農業労働者の比重が高い。旧植民地・領有
資料：木村健二『近代日本の移植民研究における諸論点』（pp.２-15），歴史科学協議会編集『歴史評
論』№513（1993年）（p.12）
図２ 1915年６月末現在における国・地域別海外在留日本人数
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地を除いた渡航先において，農業，漁業，採掘業，鉄道や道路などの建設業
に携わる肉体労働が大半を占めていたことが理解できる。
次の表１は1918年から1926年の９年間の送金額合計を，1926年末の在留邦
人数で除したものである。これにより欧米諸国およびその他海外（ハワイ，
南北アメリカ，オーストラリア，フィリピンなど）に向かった日本人海外労
働移動者のより詳細な特徴が見えてくる。この表から日本人出稼ぎ労働者に
よって送られる送金額が相当な額であったことが理解できる。特にアメリカ
合衆国からの合計送金額および一人当たりの平?額でも群を抜いて大きい。
当時のアメリカの繁栄振りがそのまま数字となって表された形である。送金
の合計額を見るとアメリカについでハワイ，カナダ，ブラジルが続く。一方，
一人当たりの送金平?額では，アメリカとオーストラリアが突出して高く，
カナダ，フィリピンがそれに続いている。オーストラリアの平?送金額が大
きいのは，純粋に出稼ぎ目的の単身男性による採貝人夫という高賃金の職種
に就いていたためである。他にもメキシコ，ペルーも男性中心の出稼ぎ型で
あった。一方，ハワイやブラジルは家族同伴で移動する者が多く，女性や子
供を同伴していたために一人当たりの出稼ぎの効率が悪くなった結果である
資料：木村健二『近代日本の移植民研究における諸論点』（pp.12）歴史科学協議会編集『歴史評論』
№513（1993年）
図３ 1915年６月末現在における国・地域別日本人の職業別割合
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と?えられる。しかしながら，表１で取り上げた各国の送金額は1930年以降，
減少傾向を示すようになる。逆に1933年以降，その他に分類された満州を中
心とした中国大陸からの送金が増加する（鈴木，1992：255）。
以上をまとめると，戦前における日本人の海外移動には大きく二つの潮流
が見られた。一つは，朝鮮，台湾，関東州などの植民地・領有地圏を対象と
した「定住型」の移動であり，もう一つは，本研究で主に取り上げている「出
稼ぎ型」の移動である。さらに前者はアジア地域に集中しており，日本人移
動者の職業状況から，植民地支配の一員として移動していった様子が理解で
きる。事実，植民地圏への移動は官吏，商工業者，農業者共に家族同伴によ
る定住目的の移動が多く，政府や府県の強力な斡旋と指導によるものがあっ
た（有元，1993：５）。一方，植民地圏とは対照的に，欧米勢力圏に分類した
オーストラリアや南北アメリカへの移動者の多くは，ハワイやブラジルを例
外として，単身で移動する者が多く，日本へ送金し，ある程度の蓄えができ
れば日本へ戻る意志を持つ「出稼ぎ的」要素が強かった。しかし1930年代以
降，欧米勢力圏への日本人による海外労働移動の数および同地域からの送
金・持ち帰り金額は減少していく。
出所：鈴木譲二『日本人出稼ぎ移民』平凡社（1992年）（p.254：表23）
表１．国別一人当たりの日本への送金額
合 計
フィリピン
アルゼンチン
メキシコ
ペルー
ブラジル
カナダ
ハワイ
369,333
10,124
2,731
4,018
11,786
55,481
19,885
127,951
234,174
5,659
905
1,805
5,155
7,211
16,259
49,552
634
559
331
449
437
130
818
387
1,075143,692133,605
一人当たり平?額
（円)
送金合計額（千円)
（1918～1926年)
在留邦人数
（1926年末現在)
アメリカ合衆国
国 名
オーストラリア 3,752 3,936 1,049
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２．戦前日本の経済発展に対する海外労働移動の関連性
ここでは，戦前日本の海外労働移動政策が実施されてきた社会経済状況を
概観しながら，同政策と経済発展との関連性を経済的影響と社会的影響につ
いてそれぞれ取り上げ検討していく。それら影響を検討する前に，日本人の
海外労働移動に関わる国内外の社会経済的な背景について確認していきたい。
暉峻（1970：47-65）によると，明治維新以降の日本は地租改正を通して土
地に対して私的所有権を法的に認めるようになる。それと同時に商品・資本
の私的所有も貫徹されるようになり，いわば近代的かつ資本主義的所有権制
度が成立するようになる。しかしながら農村の農業生産活動は労働集約的で
伝統的な村落共同体の条件が残存するという矛盾が続いた点を指摘する。急
速な商品経済の浸透によって，多くの農民が地主や商人などから債務を抱え
る状況に置かれ，結局自作地を失い小作農民として農村に滞留せざるを得な
かった（大栗，1997：７）。一方，開港後以降の日本は，欧米先進資本主義国
から安価な機械制製品が流入し，1870・80年代の原始的蓄積政策の展開の中
で，綿関係品を中心に農村の小商品生産を圧倒すると同時に自給生産をも圧
迫していった（高村，1980：35）。その結果，下層の農民は没落し，農業人口
の過剰化または半失業状態が促進した。近藤（1974：224）は，明治維新当時
はすでに耕地総面積の２，３割が小作地であったが，1870年代以降に急増し，
1930年に小作地率（田54.9％，畑40.7％）のピークをむかえるまで，地主や
資本家による独占的な土地集積および資本蓄積の一方で，零細農家，小作農
民や貧農の増加が続いていたと指摘する。
1907年末から1909年初めまで日露戦争後の全般的な恐慌が続き，その後も
第一次世界大戦勃発の1910年代半ばまで一般商況は不振の中，なかなか好況
へ脱することはなかった。こうした背景には，日清戦争後以降に綿糸紡績業
を中心として確立した日本資本主義の産業構造と貿易構造に原因があった。
当時の日本の重工業部門は非常に脆弱であり，貿易構造は綿糸布輸出・綿花
輸入を軸に対アジア貿易が繰り広げられ，一方，重工業製品輸入・生糸輸出
を軸とした対欧米貿易という二局面で構成されていた。そのために貿易収支
は慢性的な入超状態となり，国際収支は悪化の一途を辿っていった。金本位
制のもとでは，貿易外からの正貨による補塡がない限り，入超増⇨正貨減⇨
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日本銀行正貨準備減⇨金融引締め⇨不況，という関連を避け難い状況にあっ
たことが原因である（高村，1980：210）。加えて，内外債の膨張と租税増徴?
によって，国民，特に農村に大きな影響を及ぼし疲弊させていた。こうした
日本の経済的な状況によって農村経済の事情は改善されることなく，海外の
経済機会を得ようとする要因が非常に強いままであった。
しかし第一次世界大戦が勃発した1915年から戦後の1920年初頭にかけて，
好況に恵まれるようになった。ヨーロッパ諸国のアジア市場からの撤退と，
その軍需，アメリカ好況などの条件が重なり，貿易・貿易外収支は受け取り
超過となったことで，日本は一転して債務国から債権国となったのである。
さらに重化学工業が著しく発達するようになる。ところがこの時期に好景気
に見舞われたものの，高村（1980：218）は下記の点について指摘している。
まず一つは，産業間で著しい発展の不?衡が見られた点である。建設業，食
料品工業，製材業などに立ち遅れが見られたが，とりわけ農業生産の増加率
は絶対的には高いものの，他部門に比して著しく低く，さらに米を中心とし
た農産物の工業製品に対する相対価格は1917年まで著しく低かった。また当
時のインフレーションの中において，実質賃金は1918年まで低下傾向にあっ
た点も指摘している。さらに第一次大戦中に新設された工場がわずかに19に
過ぎなかったことが，この時期を好況一色で説明できない点とした。つまり
農村不況は解決されておらず，国内の近代産業が農村に停滞する過剰労働力
を吸引する力が依然としてあまり発達していなかったといえる。このことか
ら，1907年から1920年までの第二期においても，第一期と比較すれば海外労
働移動者の増加は緩やかではあったが，第一次世界大戦中の好況期間中にお
いてもその数が増加傾向にあったことが理解できる。
1920年には好景気に反動した恐慌が勃発し全産業を襲った。その後も不況
が続き，さらに1923年には震災による恐慌が発生し，結局1927年の金融恐慌
に至るまで本格的な好況は迎えることができなかった。1921年から1927年ま
で不景気が続いたにも関わらず，この期間の日本人による海外労働移動の数
は増加を見せていない。第二期頃までは，単純に国内の経済状況や農村の疲
５ 1903年を100とすると，1914年には国税は235，地方税が258もの急激な増徴が実施され
たのである（有元，1993：239）。
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弊による事情によって，海外労働移動が多く発生してきた。しかし第三期に
突入後，その数は停滞気味に陥っている（図１）。この原因は，1900年頃より
次第にオーストラリアやカナダなどの受入国側で，日本人労働者に対する抑
制と排日の気運が高まり始めたことに由来する。多くの日本人が向かったア
メリカ合衆国についても例外でなく，特に，1924年のいわゆる「排日移民法??
が実施されたことにより，日本からの新しい労働者を受入れが制限された。
その以後，日本政府によるブラジル中心の中南米向けの海外労働移動政策の
設立により，再び1920年代後半以降，その移動者の数が増大傾向を示すよう
になったのである。
しかし1929年に世界大恐慌が勃発すると，欧米諸国はそこから不況を打開
することができず，ブロック経済の傾向を強めていった。複雑な国際状況の
中，日本軍部特に関東軍は軍事政権樹立の陰謀を強め，終に満州事変の後の
1932年に満州国が成立する。ちょうどこの頃，ブラジルは1934年に「外国人
移民二分制限法」，ペルーが1936年に「移民および営業制限法」の制定によっ
て，大々的な移住制限が加えられ，それまで中南米向けに移動していた日本
人は大幅に減少した。さらにアメリカ合衆国の要請を受け，日米開戦下では
ブラジル，ペルー，パラグアイなどとの国交が断絶する（天野，1993：
397）。こうした1930年代以降，満州への移動が，関東軍と拓務省によって積
極的に進められ拡大していった。
⑴ 経済的側面
戦前日本人の二つの海外移動潮流には，基本的にそれぞれ異なる特徴が存
在するものであった。しかし日本人移動者の目的が植民地圏での定住であれ，
欧米諸国その他海外への出稼ぎであれ，結果的には日本の経済発展に対して
何がしかの関連性があったと?えられる。
ａ．植民地圏
まず日本人による植民地圏への移動と経済的側面における経済発展との関
６ この新移民法は具体的には，日本人は官吏，旅行者，宗教家，大学教授，移民総監の
指定する学校の入学生，国際商人，新移民法実施前アメリカに居住していた者の再入国
以外の渡航を禁止したものである（有元，1993：250）。
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連性について?えてみたい。もともと日本の植民地や領有地は，直接的な経
済的関心事から出発したものではなく，日清戦争や日露戦争などの軍事的勝
利を通して国家的威信や軍事戦略上の配慮から獲得されたものであった。初
瀬によれば，一旦，植民地を領有・経営し始めると，植民地は必然的に日本
の近代化のための後背地として位置付けられ，経済的に露骨な収奪が行われ
たという見解を述べている（初瀬，1985：229）。また日本の植民地経営の特
徴的な点とも言えるのだが，植民地経営を運営・維持するために必要な人材
を基本的には日本人から多く輩出していた。そして公務や自由業，商工業以
外の職種，例えば農業労働などの肉体的労働に関しても多数の日本人が移動
していた事実がある?。実際には定住者だけでなく「出稼ぎ労働者」のような
一時就労的な日本人移動者も植民地圏には存在していた。例えば日本政府は
東洋拓殖株式会社?を設立し，朝鮮で提供または買収によって得られた土地を
日本人移住者に貸し付け業務を行うなど，その他の資金融資以外にも，日本
人出稼ぎ労働者や現地人を雇用して農林水産業事業などを展開していった。
日本の帝国主義政策の下で，植民地圏は食糧供給源としての役割を担ったの
である（松下，1993：366）。戦前期日本は，特に1920年代半ば以降人口爆発
が深刻な問題として取りざたされるようになっていた。急激な人口増加の現
実に対して，日本本土内の耕作地はわずか20パーセントに満たなかったとい
う要因が，土地問題と食糧問題を深刻な経済問題として取り扱うようになっ
ていたのである（近藤，1978：13）。植民地圏は貴重な食糧供給源として重要
視されるに至ったのである。
さらに植民地圏は，戦前において日本の工業品を輸入する地域としての役
割も担っていた（山澤・山本，1979：202-209）。また，植民地圏内では，日
本人の出稼ぎ労働者であっても現地人とは明確に区別され，労賃は日本通貨
７ ヨーロッパ諸国のアジア・アフリカ地域での植民地経営は，自国民による大規模な移
動は見られなかった。一部の商業者や公務業の者が移動しただけであったのが一般的で
ある。
８ 東洋拓殖株式会社は，日本と大韓帝国（1897―1910年）政府と日韓両国民出資による
特殊形態株式会社として，1908年に両国それぞれの設立根拠法をもとに設立された（水
田，1977：175）。しかし実体は日本の植民地政策のもと，国策会社であったと言われて
いる。
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で支払われていた。そのため外貨獲得という形態での経済的な役割は果たす
ことはなかった（有元，1993：５）。
ｂ．欧米諸国圏その他
次に，欧米諸国その他（ハワイ，アメリカ合衆国，オーストラリア，フィ
リピン，ブラジルなど）への日本人による海外移動は，植民地圏とは対照的
にその多くが出稼ぎ目的であり，民間の労働者送出企業を仲介として日本政
府による保護を受けていたといえる。有元によると，欧米諸国その他へ出稼
ぎに出た日本人労働者たちの多くが，幕末期の開港，明治維新，地租改正，
紙幣整理政策によって急速に土地を失った貧民であったという。そのため彼
らに就労の機会を与えて生活を維持させる必要があり，海外出稼ぎによって
得た賃金を郷里に送金させて家計の補充が期待された。さらに彼らによる送
金・持ち帰り金が貴重な外貨として輸入超過に悩む日本の国際収支を補充で
きるという国家的目的も期待されていた（1993：23-24）。以下，当時の国内
外の社会経済的な背景を交えながら，海外労働者による送金・持ち帰り金の
経済的な効果について検討していく。
家計への影響：事実，戦前の貧農の多くは農産物の不作や価格下落によって
負債を抱えることが非常に多かった。特に明治期はそうした現象が頻繁に各
地で見られた。その結果，賃金農業労働者が増加したのである。明治期にお
ける広島県佐伯郡の小作人５人家族の収支状況を分析した研究によると，家
族収入の43.4パーセントが世帯主やその他の家族構成員による農外収入で占
められ，しかも家計は若干の赤字であったという（有元，1993：55）。こうし
た状況に直面し，国内の諸稼ぎよりも高収入が期待される海外労働移動が奨
励されるとなれば，誰しもが海外への出稼ぎに憧れと期待を抱いたであろ
う?。また1898年から1907年までの同じ広島県での調査（表２）によると，そ
の10年間で送金・持ち帰り金は年々上昇し，6.6倍もの増加を見せた。その使
途については，当初は負債償却が全体の３割を占めていたが，雑費への使用
とともに徐々に減少していき，後に貯蓄および不動産，家業用器具買い入れ
９ 1884年および1885年における日本国内の農業・職人と，官約移民時代のハワイでの収
入を比較すると，ハワイでの収入は約４～５倍高いものであった（有元，1993：56）。
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といったより健全な経済活動を実現させる世帯の割合が増加している（有元，
1993：23）。
また，ヤング（2001：207-208）は，過剰人口解消が必ずしも海外への移動
を決定させる要因ではないと指摘した上で，農業危機に対する意識が移動を
決心させるものとしている??。米価の下落は農業全体に打撃を与え，さらに生
糸価格の下落，穀物の不作も，国内に働き口がなければ，海外への移動も家
族内で決定されるであろう。農業経営上のリスク回避の役割も指摘できるだ
ろう。
ちなみに，1927年の日本の産業別平?日当賃金（藤本，1958：19）による
と，金属，機器，運搬具，精巧，ガス・電機などの近代的な産業は2.2強から
2.6円と高く，主に農村からの出稼ぎ労働者を吸収した産業は1.5円前後で
あった。特に，紡織業は農村の若年女子労働者を吸収したといわれるが，そ
の賃金は全産業間で最も低く0.98円であった。このような国内の賃金体系か
ら，表１中の一人当たり平?送金額と相当額の貯蓄を実現させるのは困難で
ある。海外労働移動による送金によって，家計を貧困から脱却させる効果の
みならず，新たな投資活動を実現させる効果も少なからずあると指摘できる
のではないだろうか。
国際収支への影響：海外労働者からの送金・持ち帰り金は，国際収支表の上
10 ヤングは家族またはその一員が移民するか否かの分かれ目については，世帯あたりの
借金と小作争議の二つの側面から説明できると言及しながらも，必ずしも経済面におけ
る困難さの程度の差異がそのまま移民決定に反映するものではないと述べている。その
経済面以外の苦境以外の説明要因として，移民推進のために活動する地方組織などの存
在が重要な役割を果たしていることを指摘している（2001：208-210）。
表２．送金・持ち帰り金の使途（広島県）（単位：％）
年代
出所：有元正雄『序章―広島県移民の特質と背景』（p.23）広島県『広島県移住史』（1993年）
1898
送金・持帰金
総額（千円)
貯蓄
不動産，
家業用器具買入
負債償却 雑費
614 33.6 18.2 28.7 19.5
14.5
15.9
12.1
24.6
21.4
14.9
18.9
23.5
22.9
42.1
39.2
50.1
1,664
2,362
4,022
1901
1904
1907
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では経常収支の中の移転収支の民間に計上されており，そのほとんどが送金
額で占められている。初期の工業発展段階においては，輸入超過に見舞われ
やすい。国際収支表の８から９割の構成を貿易収支によって占められるため，
巨額の輸入超過は貿易外収支や移転収支による補塡がない限り，経常収支の
赤字に直結し易い。また逆に，経常収支の赤字国は必ず何らかの形で外国か
ら借金をしていることである。この借金が一時的なものでなく長期で長引く
となれば，累積債務の問題として深刻な問題と?えられる。
日本の経験を表３から見ていくと，貿易収支については，第一次世界大戦
の好景気を含む1907年から1920年までと，1930年代以降は黒字を計上してい
た。しかし経常取引は第二期以外すべてマイナスであり，貿易収支赤字の目
立つ期間も見られる。戦前は一貫して貿易外収支および移転収支の政府に関
する取引においてマイナス計上が目立つ。送金額以外はすべて変動が激しい。
貿易外収支に計上される帝国政府取引や，移転収支に計上される政府の項目
は1907年から1920年の第一次世界大戦期の好景気時期を除き赤字である。帝
国政府取引は1930年代以降，巨額のマイナス計上を示しているが，対外戦争
およびその後の戦後経営や戦費支出の激増が原因であり，経常収支の動向に
多大な影響を与えている。
次に送金額の増減率は1920年代だけがマイナスに減少傾向を示していた。
しかし戦前の国際収支上の項目において，移転収支の民間の各期間平?額は
唯一安定的に増加傾向を示している。また重工業品輸出は増減を繰り返し，
紡績・繊維品輸出は1941年以降減少に転じている。戦前日本の海外送金の流
入は，当時の不安定な国際収支の安定化に対しての役割は無視できない。
⑵ 社会的側面
農村過剰労働力：明治維新以来の近代化または資本主義化の過程は農村経済
にとっては険しいものであった。戦前日本の工業部門の労働力需給力は弱く，
過剰労働力人口が存在する農村から積極的に労働力を吸収しうるような労働
条件は成立し難い状況が続いていたのである。特に，初期の工業化段階にお
いてはその状況が著しいものであった。他方で，工業発展の限界的状況は農
産物需要の急増による価格の大幅上昇という農業における資本家的経営の誘
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因も作り出し得なかったのである。事実，下層農民は国内の他産業での賃金
労働者への移動が難しく，多くは農村に残るより他はなかった。結果，地主
側に一方的に有利な条件によって小作関係を結ばざるを得ないことが多く，
さらに地主による高利貸的な収奪の下に置かれるようになっていった。1930
年代までに小作地率は産業資本の発展と並んで漸増を続ける。その中で農業
経営の零細化は加速する一方で，少数の大地主が安定的に発展していくとい
う農民層分解と呼ばれる現象が生じていた時代であった。日本の初期の工業
化を支えたのは，紡績・製糸など軽工業であったため，当時の労働需要は若
年女子労働力に集中していた。特にこのような労働力の多くが，農家の「口
出所：山澤逸平・山本有造『貿易と国際収支第14巻』（1979年）；大川一司・高松信清・山本有造『国民所得
第１巻』（1974年）（編集）大川一司・篠原三代平・梅村又次『長期経済統計』東洋経済新報社
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351.8
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-2.2
-41.2
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12.6
0.4
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10.8
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105.4
11.0
3.8
185.2
-
-18.6
35.6
17.0
-4.8
7.1
-23.1
0.2
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14.4
0.1
18.5
41.2
3.8
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2.8
-23.8
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-0.3
-27.5
-7.8
0.0
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送金額増減率（％）
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紡績・繊維品
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輸出╱ GDP
 
GDP成長率（％）
その他の経済指標
経常取引
賠償
政府
民間（送金額）
移転収支
その他サービス
帝国政府取引
投資収益
保険
運輸
貿易外収支 旅行
貿易収支 -33.7 27.3 -405.4 94.5 91.1
1941-19441932-19401921-19311907-19201888-1906
表３．経常収支とその他の経済指標（1888―1944年の期間別平?）（単位：百万円）
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減らし」の要素を有していたため，過酷な労働条件に加えて低賃金にも耐え
得る労働力なのであり，高率の小作料負担を支える貴重な家計を補助する存
在でもあった。一方で，男子労働者は，鉱山業や鉄道建設などの土木建設で
就業機会を増加させることとなり，農業労働者の賃金水準に影響を及ぼすこ
ととなっていったが，それら産業が，多数存在する零細経営農家の中心的労
働力を吸引するだけの影響力を持ち得なかったので，結局は季節的出稼ぎ労
働者として従事していたのである。結果的に，初期の工業化段階において資
本制と地主制が一体となって，小作・零細経営農家に対して高率小作料や低
賃金の状況を強いてきたのである。その結果，戦前日本の農村には過剰労働
力が停滞し，深く根を張る農村貧困が存在していたという見解なのである。
このように初期の工業化段階において労働吸収能力は限られており，さら
に農村の二極分化の過程の中で，自作地を失い小作料の支払と債務返済にあ
えいだ貧農にとって，高賃金が期待される海外への労働移動の道は，たとえ
国内同様の過酷な労働条件であろうとも，貧困を軽減する影響力を持ってい
たと?えられるだろう。さらにマクロ経済的な結果論としても，過剰労働力
問題を少なからず軽減させる方向へと向かわせる効果があったということも
?えられるだろう。政府による海外労働移動促進の表向きの理由は農村での
過剰労働力解消にあった。
第一次世界大戦が勃発すると，日本は重工業化への発展が見られたことは
先に述べた。この重工業部門の発展によって，それまで制限的であった男子
に対する労働需要が増加傾向を示したのである。しかし1920年代に入ると長
期に渡る戦後不況に見舞われ，1923年には約百万人の工場労働者が解雇され
た。このうちの30パーセントの者が他産業で雇われる機会なく帰農している。
さらに1931年になると，約65万人の解雇者のうち43パーセントが帰農してい
る（近藤，1978：12）。当時の失業問題は深刻な状況にあったのである。戦前
期において，一貫して海外への労働移動が増加傾向を示していた点を?慮す
ると，結果論として海外労働移動政策は国内の近代産業が吸収しえない失業
者の解消に対して何がしかの効果が期待できるものであろう。
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?．おわりに
本稿では明治維新以来の日本の海外労働移動政策を概観し，戦前日本の経
済発展と海外労働移動との関連性の検討を試みた。この中で明らかになった
ことは次の通りである。
資本主義的な経済発展政策の導入は，伝統的な産業部門，特に農業部門に
変容を余儀なくし，同時に深刻な社会問題を引き起こすはやむを得ない。さ
らに初期で工業化を発展させるためには，先進諸国の技術を購入し，時とし
て資本輸入も実施する必要があるために経常取引は結果的に赤字となりやす
い。また，国内で生産される工業品は軽工業品から始まることが一般的であ
り，国際競争力をつけるまでには時間も要する。結果的に国際収支の８，９
割を占める貿易収支は赤字になりやすい。さらに農業部門においても，生産
される輸出用農産物は世界市場の需要供給のバランスによって価格が不安定
になりやすく，小規模零細農業経営ほど市場によるダメージを受けやすい。
加えて未熟な国内の近代産業部門もまだ安定的ではない。つまり労働力の吸
引力も弱いばかりでなく，経済状況によっては労働者を失業に追い込むこと
も多いのである。こうした状況の下で，農村貧困，農村の過剰労働力問題，
失業問題といった社会問題が，初期段階以降の資本主義経済過程において生
ずるのである。
上述した社会経済問題を解決する経済発展政策のひとつとして，海外労働
移動政策は以下の理由から評価できる。第一に，海外労働者による送金・持
帰金による外貨獲得の役割。第二に，国際収支表の移転収支の項目に送金受
取による安定流入する点。第三に，海外出稼ぎ労働者を輩出した世帯の家計
を助け，同世帯での消費・投資・貯蓄行動を実現させ，直接的に家計を潤す
役割があること。第四に，不安定な国内経済社会状況のみに頼ることなく，
海外送金によって世帯の家計収入のリスクを軽減する役割を可能にすること。
第五に，国内の失業問題を軽減する役割をもつこと。第六に，国内の過剰労
働力問題を人口移動させることで軽減することである。
日本の経験をもとに海外労働移動を概観してきたが，その移動を引き起こ
す国内的な背景は，資本主義経済の導入は先に指摘した通りだが，中でもそ
経済発展に対する海外労働移動の関連性：戦前日本の経験をめぐって
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の初期で土地に関する私的所有権の認定と，その後の土地所有権制度のあり
方が最も基本的なプッシュ要因だと?える。その基本の上で，労働力送出国
の経済状況と近代産業の雇用創出力と労働力吸収力がその後の海外労働移動
を縮小させるか，増大させ続けるのかを決定する要となるのであろう。一方，
国外的なプル要因の背景は，受入国側の経済状況と労働力需要の強さ，そし
てその受入れ制度のあり方が大きな要素だといえる。
現代の国際社会においては，日本やヨーロッパ諸国が行ってきた帝国主義
的植民地政策や，1920年代以前のような移民制限規制の少ない自由な渡航は，
もはやありえないことである。しかし労働力も資本同様，需要と供給のバラ
ンスによって移動可能であり，経済的な便益が労働力の送出国と受入国の間
で認識される限り，国境を越えて移動し続けるであろう。そしてグローバル
経済社会の中で，経済的便益のみでは割り切れない社会的な費用をさらに検
討することも重要な課題となるだろう。
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